








































































































































































































































































































































































c. 事業の内容 

不動産の賃貸借 

 

(２)関係業務の概要 

マスターリース契約に基づき、本投資法人の運用資産の一部を賃借しています。詳細については、前記「第一部 

ファンド情報 第１ ファンドの状況 ５ 運用状況 (２) 投資資産 ③ その他投資資産の主要なもの (へ) 個

別不動産及び信託不動産の概要」をご参照ください。 

 

(３)資本関係 

該当事項はありません。 
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第５【投資法人の経理状況】
 

１．財務諸表の作成方法について 

本投資法人の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。その後

の改正を含みます。）及び同規則第２条の規定により、「投資法人の計算に関する規則」（平成18年内閣府令第47号。そ

の後の改正を含みます。）に基づいて作成しています。 

 

２．監査証明について 

 本投資法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第６期計算期間（平成27年６月１日から平成27年

11月30日まで）の財務諸表について、有限責任あずさ監査法人の監査を受けています。 

 

３．連結財務諸表について 

 本投資法人は子会社がありませんので、連結財務諸表は作成していません。 
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１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

    （単位：千円） 

  第５期 
(平成27年５月31日) 

第６期 
(平成27年11月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 18,144,925 19,648,024 

信託現金及び信託預金 3,236,363 3,331,121 

営業未収入金 261,299 371,612 

前払費用 294,560 242,193 

繰延税金資産 25 24 

その他 118 30 

流動資産合計 21,937,294 23,593,006 

固定資産    

有形固定資産    

建物 7,543,229 7,549,209 

減価償却累計額 △418,843 △509,060 

建物（純額） 7,124,385 7,040,148 

構築物 249,739 249,739 

減価償却累計額 △43,330 △52,616 

構築物（純額） 206,408 197,123 

工具、器具及び備品 5,434 5,434 

減価償却累計額 △1,177 △1,429 

工具、器具及び備品（純額） 4,256 4,004 

土地 3,834,204 3,834,204 

信託建物 224,036,333 224,517,935 

減価償却累計額 △10,343,308 △13,032,500 

信託建物（純額） 213,693,025 211,485,434 

信託構築物 4,259,467 4,270,648 

減価償却累計額 △464,137 △590,248 

信託構築物（純額） 3,795,330 3,680,400 

信託機械及び装置 11,267 11,267 

減価償却累計額 △261 △593 

信託機械及び装置（純額） 11,005 10,673 

信託工具、器具及び備品 423,147 426,245 

減価償却累計額 △78,811 △99,204 

信託工具、器具及び備品（純額） 344,336 327,040 

信託その他 35 35 

減価償却累計額 △17 △22 

信託その他（純額） 17 13 

信託土地 168,427,926 168,427,926 

有形固定資産合計 397,440,896 395,006,969 

無形固定資産    

信託その他 2,646 3,636 

無形固定資産合計 2,646 3,636 

投資その他の資産    

長期前払費用 844,114 734,904 

敷金及び保証金 10,000 10,000 

その他 400 400 

投資その他の資産合計 854,514 745,304 

固定資産合計 398,298,057 395,755,910 
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    （単位：千円） 

  第５期 
(平成27年５月31日) 

第６期 
(平成27年11月30日) 

繰延資産    

創立費 39,367 31,222 

投資法人債発行費 25,654 23,744 

繰延資産合計 65,021 54,966 

資産合計 420,300,373 419,403,883 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 828,208 1,215,677 

1年内返済予定の長期借入金 23,300,000 23,300,000 

未払金 195,853 260,081 

未払費用 1,352,190 1,357,709 

未払消費税等 860,904 269,146 

未払法人税等 834 715 

前受金 2,392,939 2,416,256 

その他 123,983 83,648 

流動負債合計 29,054,915 28,903,236 

固定負債    

投資法人債 5,000,000 5,000,000 

長期借入金 133,900,000 133,900,000 

預り敷金及び保証金 247,773 247,773 

信託預り敷金及び保証金 10,393,308 10,445,198 

その他 - 732 

固定負債合計 149,541,081 149,593,703 

負債合計 178,595,997 178,496,940 

純資産の部    

投資主資本    

出資総額    

出資総額（総額） 238,527,550 238,527,550 

出資総額控除額 △2,611,916 △3,608,828 

出資総額 235,915,634 234,918,722 

剰余金    

当期未処分利益又は当期未処理損失

（△） 
5,788,742 5,988,220 

剰余金合計 5,788,742 5,988,220 

投資主資本合計 241,704,376 240,906,942 

純資産合計 ※２ 241,704,376 ※２ 240,906,942 

負債純資産合計 420,300,373 419,403,883 
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（２）【損益計算書】

    （単位：千円） 

 
第５期 

自 平成26年12月１日 
至 平成27年５月31日 

第６期 
自 平成27年６月１日 
至 平成27年11月30日 

営業収益    

賃貸事業収入 ※１ 13,241,425 ※１ 13,181,769 

その他賃貸事業収入 ※１ 1,001,574 ※１ 1,151,196 

営業収益合計 14,242,999 14,332,966 

営業費用    

賃貸事業費用 ※１ 5,983,828 ※１ 6,075,774 

資産運用報酬 1,208,471 1,221,716 

資産保管・一般事務委託報酬 36,128 35,796 

役員報酬 4,800 4,800 

会計監査人報酬 15,000 15,000 

その他営業費用 36,369 35,755 

営業費用合計 7,284,598 7,388,843 

営業利益 6,958,400 6,944,123 

営業外収益    

受取利息 1,568 1,907 

消費税等還付加算金 195 - 

固定資産税等還付金 - 4,403 

営業外収益合計 1,763 6,311 

営業外費用    

支払利息 836,767 791,888 

投資法人債利息 17,424 17,235 

創立費償却 8,145 8,145 

投資法人債発行費償却 1,899 1,910 

融資関連費用 149,843 143,017 

その他 26 28 

営業外費用合計 1,014,106 962,224 

経常利益 5,946,058 5,988,210 

特別利益    

助成金収入 ※２ 34,914 - 

特別利益合計 34,914 - 

特別損失    

信託長期借入金期限前弁済差損 ※３ 191,738 - 

特別損失合計 191,738 - 

税引前当期純利益 5,789,234 5,988,210 

法人税、住民税及び事業税 1,152 1,103 

法人税等調整額 2 0 

法人税等合計 1,154 1,104 

当期純利益 5,788,079 5,987,106 

前期繰越利益 662 1,114 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 5,788,742 5,988,220 
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（３）【投資主資本等変動計算書】

第５期（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日）

            （単位：千円） 

  投資主資本 

純資産合計 

  出資総額 剰余金 

投資主資本合計 
 

出資総額
（総額） 

出資総額控除額 出資総額 

当期未処分利
益又は当期未
処理損失
（△） 

剰余金合計 

当期首残高 238,527,550 △1,609,811 236,917,738 5,475,024 5,475,024 242,392,763 242,392,763 

当期変動額              

利益超過分配   △1,002,104 △1,002,104     △1,002,104 △1,002,104 

剰余金の配当       △5,474,362 △5,474,362 △5,474,362 △5,474,362 

当期純利益       5,788,079 5,788,079 5,788,079 5,788,079 

当期変動額合計 - △1,002,104 △1,002,104 313,717 313,717 △688,386 △688,386 

当期末残高 ※１ 238,527,550 △2,611,916 235,915,634 5,788,742 5,788,742 241,704,376 241,704,376 

 

第６期（自 平成27年６月１日 至 平成27年11月30日）

            （単位：千円） 

  投資主資本 

純資産合計 

  出資総額 剰余金 

投資主資本合計 
 

出資総額
（総額） 

出資総額控除額 出資総額 

当期未処分利
益又は当期未
処理損失
（△） 

剰余金合計 

当期首残高 238,527,550 △2,611,916 235,915,634 5,788,742 5,788,742 241,704,376 241,704,376 

当期変動額              

利益超過分配   △996,912 △996,912     △996,912 △996,912 

剰余金の配当       △5,787,628 △5,787,628 △5,787,628 △5,787,628 

当期純利益       5,987,106 5,987,106 5,987,106 5,987,106 

当期変動額合計   △996,912 △996,912 199,478 199,478 △797,433 △797,433 

当期末残高 ※１ 238,527,550 △3,608,828 234,918,722 5,988,220 5,988,220 240,906,942 240,906,942 
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（４）【金銭の分配に係る計算書】

 

  （単位：円） 
 

 
第５期 

自 平成26年12月１日 
至 平成27年５月31日 

第６期 
自 平成27年６月１日 
至 平成27年11月30日 

Ⅰ 当期未処分利益 5,788,742,539   5,988,220,742  

Ⅱ 利益超過分配金加算額      

出資総額控除額 996,912,000   835,952,250  

Ⅲ 分配金の額 6,784,540,000   6,822,616,500  

（投資口１口当たり分配金の額） (3,920 ) (3,942 ) 

うち利益分配金 5,787,628,000   5,986,664,250  

（うち１口当たり利益分配金） (3,344 ) (3,459 ) 

うち利益超過分配金 996,912,000   835,952,250  

（うち１口当たり利益超過分配金) (576 ) (483 ) 

Ⅳ 次期繰越利益 1,114,539   1,556,492  

分配金の額の算出方法 

本投資法人の規約第39条第１項第

２号に定める金銭の分配の方針に従

い、分配金の額は利益金額を限度と

し、かつ租税特別措置法第67条の15

に規定されている本投資法人の配当

可能利益の金額の100分の90に相当す

る金額を超えるものとしています。

かかる方針により、当期においては

当期未処分利益を超えない額で発行

済投資口の総口数1,730,750口の整数

倍数の最大値となる5,787,628,000円

を利益分配金として分配することと

しました。 

なお、本投資法人は、本投資法人

の規約第39条第２項に定める利益を

超えた金銭の分配の方針に基づき、

毎期継続的に利益を超える分配（出

資の払戻し）を行います。加えて、

本投資法人は、資金調達行為により

一時的に１口当たりの分配金の金額

が一定程度減少すると見込まれる場

合に、１口当たり分配金の金額の平

準化を目的とする一時的な利益を超

える分配（出資の払戻し）を行うこ

とができます。 

かかる方針を踏まえ、当期の減価

償却費計上額である2,926,750,754円

の100分の28.5にほぼ相当する額であ

る832,490,750円を継続的な利益を超

える金銭の分配（出資の払戻し）と

して分配することとし、また資金調

達行為による当期の１口当たり分配

金の減少額を95円と見積もり総額

164,421,250円を一時的な利益を超え

る金銭の分配（出資の払戻し）とし

て分配することとしました。 

本投資法人の規約第39条第１項第

２号に定める金銭の分配の方針に従

い、分配金の額は利益金額を限度と

し、かつ租税特別措置法第67条の15

に規定されている本投資法人の配当

可能利益の金額の100分の90に相当す

る金額を超えるものとしています。

かかる方針により、当期においては

当期未処分利益を超えない額で発行

済投資口の総口数1,730,750口の整数

倍数の最大値となる5,986,664,250円

を利益分配金として分配することと

しました。 

なお、本投資法人は、本投資法人

の規約第39条第２項に定める利益を

超えた金銭の分配の方針に基づき、

毎期継続的に利益を超える分配（出

資の払戻し）を行います。加えて、

本投資法人は、資金調達行為により

一時的に１口当たりの分配金の金額

が一定程度減少すると見込まれる場

合に、１口当たり分配金の金額の平

準化を目的とする一時的な利益を超

える分配（出資の払戻し）を行うこ

とができます。 

かかる方針を踏まえ、当期の減価

償却費計上額である2,935,990,820円

の100分の28.5にほぼ相当する額であ

る835,952,250円を継続的な利益を超

える金銭の分配（出資の払戻し）と

して分配することとしました。 

(注) 本投資法人は、利益の金額が配当可能利益の額の100分の90に相当する金額に満たない場合、又は本投資法人が適切と判断した場合、

法令等（一般社団法人投資信託協会の定める規則等を含む。）において定める金額を限度として、本投資法人が決定した金額を、利益

を超えた金銭として分配することができます。また、分配金額が投資法人に係る課税の特例規定における要件を満たさない場合には、

当該要件を満たす目的をもって本投資法人が決定した金額をもって金銭の分配をすることができます。なお、当期の利益を超える金銭

の分配額は、その支払時に出資総額(総額)から控除されることになります。 
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（５）【キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
第５期 

自 平成26年12月１日 
至 平成27年５月31日 

第６期 
自 平成27年６月１日 
至 平成27年11月30日 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 5,789,234 5,988,210 

減価償却費 2,926,750 2,935,990 

創立費償却 8,145 8,145 

投資法人債発行費償却 1,899 1,910 

受取利息 △1,568 △1,907 

支払利息 854,192 809,123 

信託長期借入金期限前弁済差損 191,738 - 

営業未収入金の増減額（△は増加） △44,837 △110,312 

未収消費税等の増減額（△は増加） 1,319,884 - 

前払費用の増減額（△は増加） △10,681 52,367 

長期前払費用の増減額（△は増加） 124,047 109,210 

営業未払金の増減額（△は減少） △176,126 383,508 

未払金の増減額（△は減少） 17,176 3,353 

未払費用の増減額（△は減少） 72,147 14,268 

未払消費税等の増減額（△は減少） 860,904 △591,758 

前受金の増減額（△は減少） △3,480 23,317 

その他 △13,135 702 

小計 11,916,290 9,626,130 

利息の受取額 1,568 1,907 

利息の支払額 △874,038 △817,873 

法人税等の支払額 △1,214 △1,221 

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,042,605 8,808,942 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △289 △759 

信託有形固定資産の取得による支出 △134,164 △438,204 

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 432,817 340,689 

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △203,271 △329,016 

投資活動によるキャッシュ・フロー 95,092 △427,290 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入 14,000,000 - 

信託長期借入金の返済による支出 △14,050,000 - 

信託長期借入金の期限前弁済精算金の支出 △562,000 - 

投資法人債発行費の支出 △3,305 - 

投資口交付費の支出 △20,124 - 

利益分配金の支払額 △5,474,220 △5,787,023 

利益超過分配金の支払額 △1,001,976 △996,772 

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,111,626 △6,783,795 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,026,072 1,597,856 

現金及び現金同等物の期首残高 17,355,217 21,381,289 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 21,381,289 ※１ 22,979,146 
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（６）【注記表】

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．固定資産の減価償却の

方法 

(１)有形固定資産（信託財産を含みます。） 

 定額法を採用しています。 

 なお、主たる有形固定資産の耐用年数は次のとおりです。 

建物        ３～66年 

構築物       ２～60年 

機械及び装置    17年 

工具、器具及び備品 ２～18年 

(２)無形固定資産（信託財産を含みます。） 

定額法を採用しています。 

２．繰延資産の処理方法 (１)創立費 

５年間にわたり均等償却しています。 

(２)投資法人債発行費 

償還までの期間にわたり定額法により償却しています。 

３．収益及び費用の計上基

準 

固定資産税等の処理方法 

 保有する不動産等にかかる固定資産税、都市計画税及び償却資産税等について

は、賦課決定された税額のうち当該計算期間に対応する額を賃貸事業費用として

費用処理する方法を採用しています。 

 なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、譲渡人と

の間で精算を行った初年度の固定資産税等相当額については、費用に計上せず当

該不動産等の取得原価に算入しています。第５期及び第６期において不動産等の

取得原価に算入した固定資産税等相当額は該当ありません。 

４．ヘッジ会計の方法 (１)ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて特例処理を採用しています。 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

借入金金利 

(３)ヘッジ方針 

 本投資法人はリスク管理基本方針に基づき、投資法人規約に規定するリスクを

ヘッジする目的で金利スワップ取引を行っています。 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップは特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価は省略して

います。 

５．キャッシュ・フロー計

算書における資金（現

金及び現金同等物）の

範囲 

 手許現金及び信託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。 
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６．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

(１)不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法 

 保有する不動産等を信託財産とする信託受益権については、信託財産内のすべ

ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じたすべての収益及び費用勘定につい

て、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上しています。 

 なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科目につい

ては、貸借対照表において区分掲記しています。 

①信託現金及び信託預金 

②信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品、信託

土地 

③信託預り敷金及び保証金 

(２)消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．コミットメントライン契約 

 本投資法人は、取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しています。 

 
第５期 

平成27年５月31日 
第６期 

平成27年11月30日 

コミットメントライン契約の総額 8,000,000千円 8,000,000千円 

借入実行残高 －千円 －千円 

借入未実行残高 8,000,000千円 8,000,000千円 

 

※２．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額 

第５期 
平成27年５月31日 

第６期 
平成27年11月30日 

50,000千円 50,000千円 
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（損益計算書に関する注記） 

※１．不動産賃貸事業損益の内訳 

      （単位：千円） 
 

 
第５期 

自 平成26年12月１日 
至 平成27年５月31日 

 
第６期 

自 平成27年６月１日 
至 平成27年11月30日 

(１)不動産賃貸事業収益      

  賃貸事業収入      

   賃料収入 12,446,758   12,390,334 

   共益費収入 794,667   791,434 

    計 13,241,425   13,181,769 

  その他賃貸事業収入      

  水道光熱費収入 822,623   954,600 

  その他賃貸収入 178,950   196,596 

   計 1,001,574   1,151,196 

  不動産賃貸事業収益合計 14,242,999   14,332,966 

(２)不動産賃貸事業費用      

  賃貸事業費用      

   外注委託費 788,501   747,337 

   水道光熱費 904,882   955,454 

   公租公課 1,225,111   1,248,122 

   損害保険料 24,200   23,813 

   修繕費 96,904   148,516 

   減価償却費 2,926,750   2,935,990 

   信託報酬 14,708   13,770 

   その他賃貸事業費用 2,769   2,769 

  不動産賃貸事業費用合計 5,983,828   6,075,774 

(３)不動産賃貸事業損益((１) – (２)) 8,259,170   8,257,192 

 

※２．第５期において計上した助成金収入は、鳥栖市企業立地奨励金です。 

 

※３．平成27年３月31日（以下、「期限前弁済日」という。）に行った信託長期借入金の期限前弁済に伴う

(１)償却原価法（定額法）に基づき算定された期限前弁済日現在の信託長期借入金の貸借対照表価額

と金銭消費貸借契約上の借入金額との差額の取崩し及び(２)期限前弁済に係る精算金の支払によるも

のであり、これらを相殺して表示しています。 

 

（投資主資本等変動計算書に関する注記） 

※１．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数 

 
第５期 

自 平成26年12月１日 
至 平成27年５月31日 

第６期 
自 平成27年６月１日 
至 平成27年11月30日 

発行可能投資口総口数 10,000,000口 10,000,000口 

発行済投資口の総口数 1,730,750口 1,730,750口 
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（キャッシュ・フロー計算書に関する注記） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
第５期 

自 平成26年12月１日 
至 平成27年５月31日 

第６期 
自 平成27年６月１日 
至 平成27年11月30日 

現金及び預金 18,144,925千円 19,648,024千円 

信託現金及び信託預金 3,236,363千円 3,331,121千円 

現金及び現金同等物 21,381,289千円 22,979,146千円 

 

（リース取引に関する注記） 

オペレーティング・リース取引（貸主側） 

 未経過リース料 

 
第５期 

平成27年５月31日 
第６期 

平成27年11月30日 

１年内 24,269,853千円 23,935,998千円 

１年超 81,353,922千円 74,214,688千円 

合計 105,623,775千円 98,150,687千円 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(１) 金融商品に対する取組方針 

本投資法人は、新たな運用資産の取得等に際し、投資口の発行、金融機関からの借入れ又は投資法人債

の発行等による資金調達を行います。 

余剰資金は、安全性及び換金性を考慮し、市場環境及び資金繰りの状況を十分に勘案の上、原則として

預金にて運用を行います。 

また、デリバティブ取引については、借入れその他の資金調達に係る金利変動リスクその他のリスクを

ヘッジするために利用し、投機的な取引は行いません。 

 

(２) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等で信用リスクに晒され

ていますが、安全性及び換金性を考慮し、市場環境及び資金繰りの状況を十分に勘案の上、預入期間を短

期に限定して慎重に行っています。 

借入金及び投資法人債は、不動産等の取得、借入金の返済又は投資法人債の償還等に係る資金調達を目

的としたものであり、返済・償還時の流動性リスクに晒されていますが、返済・償還期限や借入先の分散

化、コミットメントラインの設定、手許流動性の確保等によって流動性リスクの軽減を図るとともに、資

金繰り計画の作成等の方法により流動性リスクを管理しています。 

また、借入金のうち短期借入金は支払金利の上昇リスクに晒されていますが、保守的な有利子負債比率

を維持し、長期固定金利による借入れの比率を高めることで支払金利の上昇が本投資法人の運営に与える

影響を限定的にするよう努めています。 

 

(３) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれています。当該価額の算定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件を

用いた場合、当該価額が異なることもあります。 

 

- 191 -



２．金融商品の時価等に関する事項 

平成27年５月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。(注２) 

      （単位：千円） 
 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

(１)現金及び預金 18,144,925 18,144,925 － 

(２)信託現金及び信託預金 3,236,363 3,236,363 － 

資産計 21,381,289 21,381,289 － 

(３)１年内返済予定の長期借入金 23,300,000 23,302,197 2,197 

(４)投資法人債 5,000,000 5,030,500 30,500 

(５)長期借入金 133,900,000 137,007,829 3,107,829 

負債計 162,200,000 165,340,527 3,140,527 

(６)デリバティブ取引 － － － 

 

平成27年11月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。(注２) 

      （単位：千円） 
 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

(１)現金及び預金 19,648,024 19,648,024 － 

(２)信託現金及び信託預金 3,331,121 3,331,121 － 

資産計 22,979,146 22,979,146 － 

(３)１年内返済予定の長期借入金 23,300,000 23,297,065 △2,934 

(４)投資法人債 5,000,000 5,049,100 49,100 

(５)長期借入金 133,900,000 136,732,905 2,832,905 

負債計 162,200,000 165,079,071 2,879,071 

(６)デリバティブ取引 － － － 

(注１) 金融商品の時価の算定方法 

(１) 現金及び預金、並びに(２)信託現金及び信託預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

(３) １年内返済予定の長期借入金及び(５)長期借入金 

 元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積もられる割引率で割り引いて算定する方法に

よっています。 

(４) 投資法人債 

日本証券業協会による公表参考値によっています。 

(６) デリバティブ取引 

後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。 

 

(注２) 時価を算定することが困難と認められる金融商品 

    （単位：千円） 
 

 
第５期 

（平成27年５月31日） 
第６期 

（平成27年11月30日） 

預り敷金及び保証金 247,773 247,773 

信託預り敷金及び保証金 10,393,308 10,445,198 

預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金は市場価格がなく、かつ合理的にキャッシュ・フローを見積もることが

できないことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価評価の対象とはしていません。 
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(注３) 金銭債権の決算日（平成27年５月31日）後の償還予定額 

（単位：千円） 

  １年以内 

現金及び預金 18,144,925 

信託現金及び信託預金 3,236,363 

 

金銭債権の決算日（平成27年11月30日）後の償還予定額 

（単位：千円） 

  １年以内 

現金及び預金 19,648,024 

信託現金及び信託預金 3,331,121 

 

(注４) 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日（平成27年５月31日）後の返済予定額 

          （単位：千円） 
 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 
５年超 

投資法人債 － － － － 2,000,000 3,000,000 

長期借入金 23,300,000 － 25,300,000 6,400,000 48,300,000 53,900,000 

合計 23,300,000 － 25,300,000 6,400,000 50,300,000 56,900,000 

 

長期借入金及びその他の有利子負債の決算日（平成27年11月30日）後の返済予定額 

          （単位：千円） 
 

  １年以内 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 ５年超 

投資法人債 － － － 2,000,000 － 3,000,000 

長期借入金 23,300,000 2,000,000 23,300,000 31,400,000 23,300,000 53,900,000 

合計 23,300,000 2,000,000 23,300,000 33,400,000 23,300,000 56,900,000 

 

（有価証券に関する注記） 

第５期（平成27年５月31日） 

該当事項はありません。 

 

第６期（平成27年11月30日） 

該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引に関する注記） 

１．ヘッジ会計が適用されていないもの 

第５期（平成27年５月31日） 

該当事項はありません。 

 

第６期（平成27年11月30日） 

該当事項はありません。 
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２．ヘッジ会計が適用されているもの 

第５期（平成27年５月31日） 

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は次のとお

りです。 

        （単位：千円） 
 

ヘッジ会計の 
方法 

デリバティブ取引の 
種類等 

主な 
ヘッジ対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 
算定方法   うち１年超 

金利スワップ 

の特例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 156,200,000 132,900,000 (注) (注) 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価

は、前記「（金融商品に関する注記）２. 金融商品の時価等に関する事項」における「(３) １年内返済予定の長期借入

金」及び「(５) 長期借入金」の時価に含めて記載しています。 

 

第６期（平成27年11月30日） 

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は次のとお

りです。 

        （単位：千円） 
 

ヘッジ会計の 
方法 

デリバティブ取引の 
種類等 

主な 
ヘッジ対象 

契約額等 
時価 当該時価の 

算定方法   うち１年超 

金利スワップ 

の特例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 156,200,000 132,900,000 (注) (注) 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価

は、前記「（金融商品に関する注記）２. 金融商品の時価等に関する事項」における「(３) １年内返済予定の長期借入

金」及び「(５) 長期借入金」の時価に含めて記載しています。 

 

（退職給付に関する注記） 

第５期（平成27年５月31日） 

該当事項はありません。 

 

第６期（平成27年11月30日） 

該当事項はありません。 

 

- 194 -



（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

     （単位：千円) 
 

 
第５期 

平成27年５月31日 
 

第６期 
平成27年11月30日 

（繰延税金資産）     

未払事業税損金不算入額 25   24 

繰延税金資産合計 25   24 

繰延税金資産の純額 25   24 

       

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

     （単位：％) 
 

 
第５期 

平成27年５月31日 
 

第６期 
平成27年11月30日 

法定実効税率 34.15   32.31 

（調整）     

支払分配金の損金算入額 △34.14   △32.30 

 その他 0.01   0.01 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.02   0.02 

       

 

（持分法損益等に関する注記） 

第５期（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日） 

該当事項はありません。 

 

第６期（自 平成27年６月１日 至 平成27年11月30日） 

該当事項はありません。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要投資主等 

第５期（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日） 

該当事項はありません。 

 

第６期（自 平成27年６月１日 至 平成27年11月30日） 

該当事項はありません。 

 

２．関連会社等 

第５期（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日） 

該当事項はありません。 

 

第６期（自 平成27年６月１日 至 平成27年11月30日） 

該当事項はありません。 
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３．兄弟会社等 

第５期（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日） 

属性 
会社等の 
名称又は 

氏名 
住所 

資本金又は 
出資金 

（千円） 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 科目 

期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

その他の 

関係会社 

の子会社 

プロロジス

リートマス

ターリース

合同会社 

(注３) 

東京都 

千代田区 
2,100 不動産業 － － 賃借人 

信託不動

産の賃貸 
11,376,993 

未収入金 250,439 

前受金 2,283,581 

信託預り

敷金及び

保証金の

受入 

432,817 

信託預り

敷金及び

保証金 

10,301,444 
信託預り

敷金及び

保証金の

返還 

203,271 

その他の 

関係会社 

の子会社 

プロロジス 

・リート・

マネジメン

ト株式会社 

東京都 

千代田区 
100,000 

投資 

運用業 
－ 

役員の

兼任 

資産運

用会社 

資産運用

報酬の支

払 

1,208,471 未払費用 1,305,149 

(注１) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

(注２) 取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。 

(注３) 平成27年１月１日を効力発生日とし、本投資法人の運用資産のマスターリース会社であるプロロジス・パーク横浜鶴見合

同会社を存続会社とし、その他のマスターリース会社26社を消滅会社とする吸収合併が行われ、同日付でプロロジス・パ

ーク横浜鶴見合同会社は、その商号をプロロジスリートマスターリース合同会社へ変更しています。 

(注４) 本投資法人は、保有する29物件中25物件に関して、パス・スルー型のマスターリース契約に基づきプロロジスリートマス

ターリース合同会社へ賃貸し、プロロジスリートマスターリース合同会社は、これらを転借人へ転貸しています。 

 

第６期（自 平成27年６月１日 至 平成27年11月30日） 

属性 
会社等の 
名称又は 

氏名 
住所 

資本金又は 
出資金 

（千円） 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

その他の 

関係会社 

の子会社 

プロロジス

リートマス

ターリース

合同会社 

東京都 

千代田区 
2,100 不動産業 － － 賃借人 

信託不動

産の賃貸 
13,719,019 

未収入金 361,217 

前受金 2,306,443 

信託預り

敷金及び

保証金の

受入 

340,689 

信託預り

敷金及び

保証金 

10,313,117 
信託預り

敷金及び

保証金の

返還 

329,016 

その他の 

関係会社 

の子会社 

プロロジス 

・リート・

マネジメン

ト株式会社 

東京都 

千代田区 
100,000 

投資 

運用業 
－ 

役員の

兼任 

資産運

用会社 

資産運用

報酬の支

払 

1,221,716 未払費用 1,319,454 

(注１) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

(注２) 取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。 

(注３) 本投資法人は、保有する29物件中25物件に関して、パス・スルー型のマスターリース契約に基づきプロロジスリートマス

ターリース合同会社へ賃貸し、プロロジスリートマスターリース合同会社は、これらを転借人へ転貸しています。 
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４．役員及び個人主要投資主 

第５期（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日） 

該当事項はありません。 

 

第６期（自 平成27年６月１日 至 平成27年11月30日） 

該当事項はありません。 

 

（資産除去債務に関する注記） 

第５期（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日） 

該当事項はありません。 

 

第６期（自 平成27年６月１日 至 平成27年11月30日） 

該当事項はありません。 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

本投資法人は、賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用物流施設を保有しています。これら賃貸等不動産の貸

借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりです。 

      （単位：千円） 
 

 
第５期 

自 平成26年12月１日 
至 平成27年５月31日 

第６期 
自 平成27年６月１日 
至 平成27年11月30日 

貸借対照表計上額    

  期首残高 400,067,010 397,443,542 

  期中増減額 △2,623,467 △2,432,936 

  期末残高 397,443,542 395,010,605 

期末時価 439,740,000 448,320,000 

(注１) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

(注２) 賃貸等不動産の期中増減額のうち、前期の主な減少理由は減価償却費（2,926,750千円）の計上によるものです。また、当期

の主な減少理由は減価償却費（2,935,990千円）の計上によるものです。 

(注３) 期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。 

 

（セグメント情報等に関する注記） 

（セグメント情報） 

１．報告セグメントの概要 

本投資法人の報告セグメントは、本投資法人の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

最高経営意思決定機関が、経営資源の配分及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象になって

いるものです。 

本投資法人は、投資対象エリアの区分を基準に「グローバル・マーケット」及び「リージョナル・マー

ケット」(注)の２つを報告セグメントとしています。 

(注) 本投資法人は、主たる用途が物流施設である不動産を投資対象とし、対象物流施設が所在するエリアと施設の仕様・機

能を重視して、投資を行っています。投資対象エリアとしては、特定地域への集中投資を図らず、物流拠点として競争

力のある地域における戦略的物流拠点として優位性を有する不動産への厳選投資を行い、日本国内をグローバル・マー

ケットとリージョナル・マーケットに区分し、それぞれを投資対象として、地域の経済変動及び災害等の特定地域に重

大な影響を及ぼす事情による収益変動を最小化するべく、地域分散を図ったポートフォリオを構築します。 

グローバル・マーケットへの投資戦略としては、同エリアが国際的な貿易・物流の重要拠点／エリアであることから、

国内の最大消費地を背後に控えた、国内物流の最重要拠点に対して投資を行います。本投資対象エリアとしては、「関

東エリア」及び「関西エリア」としており、それぞれ「関東エリア」は、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城

県、栃木県及び群馬県を指し、「関西エリア」は、大阪府、兵庫県、京都府、奈良県、和歌山県、滋賀県及び三重県を

指しています。 

また、リージョナル・マーケットへの投資戦略としては、同エリアが国内物流の重要拠点／エリアであることから、グ

ローバル・マーケットに次ぐ規模の国内消費地を背後に控えた、国内広域物流に必須のエリアに対して投資を行いま

す。本投資対象エリアとしては、「中部エリア」「東北エリア」及び「九州エリア」としており、「中部エリア」は、

愛知県、静岡県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県及び岐阜県を指し、「東北エリア」は、青森県、

岩手県、宮城県、秋田県、山形県及び福島県を指し、「九州エリア」は、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、

宮崎県及び鹿児島県を指しています。 

更に、本投資法人は、グローバル・マーケット又はリージョナル・マーケット以外のエリアで、消費地若しくは生産地

に近接しているか、又はその他の理由で物流拠点に適しているエリアに投資することがあります。 

なお、本投資法人が当期末時点で保有する物件のうち、各セグメントに分類される物件は以下のとおりです。 
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グローバル・マーケット：プロロジスパーク市川１、プロロジスパーク座間１、プロロジスパーク川島、プロロジスパ

ーク大阪２、プロロジスパーク舞洲３、プロロジスパーク舞洲４、プロロジスパーク高槻、プロロジスパーク東京大

田、プロロジスパーク座間２、プロロジスパーク船橋５、プロロジスパーク成田１－A＆B、プロロジスパーク成田１－

C、プロロジスパーク尼崎１、プロロジスパーク尼崎２、プロロジスパーク習志野４、プロロジスパーク東京新木場、

プロロジスパーク横浜鶴見、プロロジスパーク大阪４、プロロジスパーク川島２、プロロジスパーク海老名、プロロジ

スパーク川西、プロロジスパーク尼崎３、プロロジスパーク神戸 

リージョナル・マーケット：プロロジスパーク春日井、プロロジスパーク北名古屋、プロロジスパーク多賀城、プロロ

ジスパーク鳥栖２、プロロジスパーク鳥栖４、プロロジスパーク岩沼１ 

 

２．報告セグメントの利益、資産及び負債等の測定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）にお

ける記載と同一です。報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値です。 

 

３．報告セグメントの利益、資産及び負債等に関する情報 

第５期（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日） 

（単位：千円） 

 
グローバル・ 
マーケット 

リージョナル・ 
マーケット 

調整額 
財務諸表 
計上額 

営業収益(注１) 12,686,877 1,556,121 － 14,242,999 

セグメント利益(注２) 6,697,142 721,811 △460,552 6,958,400 

セグメント資産(注２) 364,823,110 36,222,309 19,254,954 420,300,373 

その他の項目        

減価償却費 2,558,644 368,106 － 2,926,750 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
259,298 43,984 － 303,282 

(注１) 本投資法人の営業収益は、すべて外部顧客に対するものです。 

(注２) セグメント利益の調整額△460,552千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用460,552千円です。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない資産運用報酬、資産保管・一般事務委託報酬、役員報酬等です。セグメント資産

の調整額19,254,954千円は、流動資産18,335,986千円、投資その他の資産853,946千円及び繰延資産65,021千円です。 
 

第６期（自 平成27年６月１日 至 平成27年11月30日） 

（単位：千円） 

 
グローバル・ 
マーケット 

リージョナル・ 
マーケット 

調整額 
財務諸表 
計上額 

営業収益(注１) 12,746,461 1,586,504 － 14,332,966 

セグメント利益(注２) 6,697,784 719,157 △472,819 6,944,123 

セグメント資産(注２) 362,929,330 35,864,078 20,610,474 419,403,883 

その他の項目        

減価償却費 2,566,901 369,089 － 2,935,990 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
491,521 11,532 － 503,053 

(注１) 本投資法人の営業収益は、すべて外部顧客に対するものです。 

(注２) セグメント利益の調整額△472,819千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用472,819千円です。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない資産運用報酬、資産保管・一般事務委託報酬、役員報酬等です。セグメント資産

の調整額20,610,474千円は、流動資産19,810,733千円、投資その他の資産744,774千円及び繰延資産54,966千円です。 
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（関連情報） 

第５期（自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しています。 

２．地域ごとの情報 

(１)営業収益 

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略していま

す。 

(２)有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。 

３．主要な顧客ごとの情報 

    （単位：千円） 
 

相手先 営業収益 関連するセグメント名 

プロロジスリートマスターリース

合同会社 
11,376,993 

グローバル・マーケット 

リージョナル・マーケット 

(注１) 平成27年１月１日を効力発生日とし、本投資法人の運用資産のマスターリース会社であるプロロジス・パーク横浜鶴見

合同会社を存続会社とし、その他のマスターリース会社26社を消滅会社とする吸収合併が行われ、同日付でプロロジ

ス・パーク横浜鶴見合同会社はプロロジスリートマスターリース合同会社へと名称変更を行いました。 
(注２) 本投資法人は、保有する29物件中25物件に関して、パス・スルー型のマスターリース契約に基づきプロロジスリートマ

スターリース合同会社へ賃貸し、プロロジスリートマスターリース合同会社は、これらを転借人へ転貸しています。 

 

第６期（自 平成27年６月１日 至 平成27年11月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しています。 

２．地域ごとの情報 

(１)営業収益 

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略していま

す。 

(２)有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。 

３．主要な顧客ごとの情報 

    （単位：千円） 
 

相手先 営業収益 関連するセグメント名 

プロロジスリートマスターリース

合同会社 
13,719,019 

グローバル・マーケット 

リージョナル・マーケット 

(注) 本投資法人は、保有する29物件中25物件に関して、パス・スルー型のマスターリース契約に基づきプロロジスリートマス

ターリース合同会社へ賃貸し、プロロジスリートマスターリース合同会社は、これらを転借人へ転貸しています。 
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（１口当たり情報に関する注記） 

 
第５期 

自 平成26年12月１日 
至 平成27年５月31日 

第６期 
自 平成27年６月１日 
至 平成27年11月30日 

１口当たり純資産額 139,652円 139,192円 

１口当たり当期純利益 3,344円 3,459円 

(注１) １口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しています。 
また、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載していません。 

(注２) １口当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりです。 
 

 
第５期 

自 平成26年12月１日 
至 平成27年５月31日 

第６期 
自 平成27年６月１日 
至 平成27年11月30日 

当期純利益（千円） 5,788,079 5,987,106 

普通投資主に帰属しない金額（千円） － － 

普通投資口に係る当期純利益（千円） 5,788,079 5,987,106 

期中平均投資口数（口） 1,730,750 1,730,750 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 
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（７）【附属明細表】

① 有価証券明細表 

(１) 株式 

該当事項はありません。 

(２) 株式以外の有価証券 

該当事項はありません。 

 

② デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

（単位：千円） 

区分 種類 
契約額等 (注１) 時価 

  うち１年超 (注２) 

市場取引以外の取引 金利スワップ取引 変動受取・固定支払 156,200,000 132,900,000 △2,539,719 

合計 156,200,000 132,900,000 △2,539,719 

(注１) 金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて記載しています。 

(注２) 当該取引契約の相手方が、市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価しています。 

(注３) 当該取引については、「金融商品に関する会計基準」に基づき金利スワップの特例処理を適用しているため、貸借対照

表において時価評価していません。 

 

③ 不動産等明細表のうち総括表 

(単位:千円） 

資産の種類 当期首 
残 高 

当 期 
増加額 

当 期 
減少額 

当期末 
残 高 

減価償却 累計額 
差 引 
当期末 
残 高 

摘要 
又は償却 
累計額 

当 期 
償却額 

有 

形 

固 

定 

資 

産 

建物 7,543,229 5,980 - 7,549,209 509,060 90,217 7,040,148  

構築物 249,739 - - 249,739 52,616 9,285 197,123  

工具、器具及び備品 5,434 - - 5,434 1,429 252 4,004  

土地 3,834,204 - - 3,834,204 - - 3,834,204  

信託建物 224,036,333 481,601 - 224,517,935 13,032,500 2,689,192 211,485,434  

信託構築物 4,259,467 11,180 - 4,270,648 590,248 126,110 3,680,400  

信託機械及び装置 11,267 - - 11,267 593 331 10,673  

信託工具、器具及び備品 423,147 3,097 - 426,245 99,204 20,393 327,040  

信託その他 35 - - 35 22 4 13  

信託土地 168,427,926 - - 168,427,926 - - 168,427,926  

小計 408,790,785 501,860 - 409,292,645 14,285,675 2,935,787 395,006,969  

無形 

固定 

資産 

信託その他 3,227 1,193 - 4,421 784 203 3,636  

小計 3,227 1,193 - 4,421 784 203 3,636  

合計 408,794,012 503,053 - 409,297,066 14,286,460 2,935,990 395,010,605  

 

④ その他特定資産の明細表 

該当事項はありません。 
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⑤ 投資法人債明細表 

              （単位：千円） 
 

銘柄 発行年月日 当期首残高 当期減少額 当期末残高 利率 償還期限 使途 担保 

第１回無担保 

投資法人債 

平成26年

11月27日 
2,000,000 - 2,000,000 0.338％ 

平成31年

11月27日 

借入金の 

返済 

無担保 

無保証 

第２回無担保 

投資法人債 

平成26年

11月27日 
3,000,000 - 3,000,000 0.930％ 

平成36年

11月27日 

借入金の 

返済 

無担保 

無保証 

合計   5,000,000 - 5,000,000        

(注) 投資法人債の貸借対照表日以後５年以内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりです。 

        （単位：千円） 
 

  １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

第１回無担保投資法人債 - - 2,000,000 - 

第２回無担保投資法人債 - - - - 
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⑥ 借入金明細表 

（単位：千円） 

区 分 
当期首 
残 高 

当 期 
増加額 

当 期 
減少額 

当期末 
残 高 

利 率 
(注１) 

返 済 
期 限 

使 途 摘 要 
  借入先 

１ 
年 
内 
返 
済 
予 
定 
の 
長 
期 
借 
入 
金 

株式会社三井住友銀行 6,700,000 - - 6,700,000 

0.55634% 

平成28年 

２月15日 

 

(注２) 
無担保 

無保証 

株式会社三菱東京UFJ銀行 6,200,000 - - 6,200,000 

三井住友信託銀行株式会社 3,900,000 - - 3,900,000 

株式会社みずほ銀行 2,700,000 - - 2,700,000 

三菱UFJ信託銀行株式会社 2,000,000 - - 2,000,000 

株式会社あおぞら銀行 1,800,000 - - 1,800,000 

合計 23,300,000 - - 23,300,000        

長 

期 

借 

入 

金 

株式会社三井住友銀行 6,300,000 - - 6,300,000 

0.73760% 
平成30年 

２月15日 
(注２) 

無担保 

無保証 

株式会社三菱東京UFJ銀行 5,700,000 - - 5,700,000 

三井住友信託銀行株式会社 4,800,000 - - 4,800,000 

株式会社みずほ銀行 2,700,000 - - 2,700,000 

三菱UFJ信託銀行株式会社 2,000,000 - - 2,000,000 

株式会社あおぞら銀行 1,800,000 - - 1,800,000 

株式会社三井住友銀行 7,700,000 - - 7,700,000 

1.01950% 
平成32年 

２月15日 
(注２) 

無担保 

無保証 

株式会社三菱東京UFJ銀行 7,000,000 - - 7,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 3,900,000 - - 3,900,000 

株式会社みずほ銀行 2,700,000 - - 2,700,000 

三菱UFJ信託銀行株式会社 2,000,000 - - 2,000,000 

株式会社三井住友銀行 3,000,000 - - 3,000,000 
1.32075% 

平成34年 

２月15日 
(注２) 

無担保 

無保証 株式会社三菱東京UFJ銀行 3,000,000 - - 3,000,000 

株式会社三井住友銀行 200,000 - - 200,000 

0.84350% 
平成29年 

６月13日 
(注２) 

無担保 

無保証 

株式会社三菱東京UFJ銀行 100,000 - - 100,000 

三菱UFJ信託銀行株式会社 300,000 - - 300,000 

農林中央金庫 700,000 - - 700,000 

株式会社りそな銀行 700,000 - - 700,000 

株式会社三井住友銀行  4,200,000 - -  4,200,000 

1.18135% 
平成31年 

６月13日 
(注２) 

無担保 

無保証 

株式会社三菱東京UFJ銀行 3,800,000 - - 3,800,000 

三井住友信託銀行株式会社 4,100,000 - - 4,100,000 

株式会社みずほ銀行 3,300,000 - - 3,300,000 

三菱UFJ信託銀行株式会社 1,700,000 - - 1,700,000 

株式会社あおぞら銀行 1,200,000 - - 1,200,000 

株式会社日本政策投資銀行 2,100,000 - - 2,100,000 

農林中央金庫 2,200,000 - - 2,200,000 

株式会社りそな銀行 1,400,000 - - 1,400,000 
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区 分 

当期首 
残 高 

当 期 
増加額 

当 期 
減少額 

当期末 
残 高 

利 率 
(注１) 

返 済 
期 限 使 途 摘 要 

  借入先 

長 

期 

借 

入 

金 

株式会社三井住友銀行 6,100,000 - - 6,100,000 

1.83625% 
平成35年 

６月13日 
(注２) 

無担保 

無保証 
株式会社三菱東京UFJ銀行 5,200,000 - - 5,200,000 

株式会社日本政策投資銀行 2,600,000 - - 2,600,000 

株式会社三井住友銀行 5,100,000 - - 5,100,000 

1.34550% 
平成33年 

10月１日 
(注２) 

無担保 

無保証 

株式会社三菱東京UFJ銀行 5,500,000 - - 5,500,000 

三井住友信託銀行株式会社 4,100,000 - - 4,100,000 

株式会社みずほ銀行 2,000,000 - - 2,000,000 

三菱UFJ信託銀行株式会社 1,800,000 - - 1,800,000 

株式会社日本政策投資銀行 1,500,000 - - 1,500,000 

株式会社三井住友銀行 1,850,000 - - 1,850,000 

0.81010% 
平成30年 

12月３日 
(注２) 

無担保 

無保証 

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,690,000 - - 1,690,000 

三井住友信託銀行株式会社 890,000 - - 890,000 

株式会社みずほ銀行 510,000 - - 510,000 

三菱UFJ信託銀行株式会社 340,000 - - 340,000 

株式会社あおぞら銀行 30,000 - - 30,000 

株式会社日本政策投資銀行 680,000 - - 680,000 

農林中央金庫 230,000 - - 230,000 

株式会社りそな銀行 180,000 - - 180,000 

株式会社三井住友銀行 100,000 - - 100,000 

0.41091% 
平成31年 

11月27日 
(注２) 

無担保 

無保証 

株式会社三菱東京UFJ銀行 50,000 - - 50,000 

株式会社福岡銀行 340,000 - - 340,000 

株式会社七十七銀行 270,000 - - 270,000 

東京海上日動火災保険株式 

会社 
240,000 - - 240,000 

株式会社三井住友銀行 10,000,000 - - 10,000,000 
0.57490% 

平成34年 

３月31日 
(注２) 

無担保 

無保証 株式会社三菱東京UFJ銀行 4,000,000 - - 4,000,000 

合計 133,900,000 - - 133,900,000        

総合計 157,200,000 - - 157,200,000        
 

(注１) 変動金利の平均利率は、期中の加重平均を記載しています。また、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っ

た借入金の平均利率については、金利スワップの効果を勘案した加重平均利率を記載しています。 

(注２) 資金使途は、不動産又は不動産信託受益権の取得資金及び関連費用並びに借入金の返済に充当するためです。 

(注３) 長期借入金（１年以内に返済のものを除く）の貸借対照表日以後５年以内における１年ごとの返済予定額は以下のとおりで

す。 

（単位：千円） 

 
１年超 

２年以内 
２年超 

３年以内 
３年超 

４年以内 
４年超 

５年以内 

長期借入金 2,000,000 23,300,000 31,400,000 23,300,000 
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２【投資法人の現況】

【純資産額計算書】

 

（平成27年11月30日現在） 
 

Ⅰ．資産総額 419,403,883千円 

Ⅱ．負債総額 178,496,940千円 

Ⅲ．純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 240,906,942千円 

Ⅳ．発行済数量 1,730,750口 

Ⅴ．１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 139,192円 
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第６【販売及び買戻しの実績】
 

計算期間 販売日 
販売口数 
（口） 

買戻し口数 
（口） 

発行済投資口の 
総口数 
（口） 

第１期 

（自 平成24年11月７日 

至 平成25年５月31日） 

平成24年11月７日 
400 

（０） 

０ 

（０） 
400 

平成25年２月13日 
182,350 

（72,940） 

０ 

（０） 

182,750 

（72,940） 

第２期 

（自 平成25年６月１日 

至 平成25年11月30日） 

平成25年６月10日 
96,200 

（38,480） 

０ 

（０） 

278,950 

（111,420） 

第３期 

（自 平成25年12月１日 

至 平成26年５月31日） 

平成25年12月２日 
32,190 

（10,140） 

０ 

（０） 

311,140 

（121,560） 

平成25年12月25日 
1,610 

（０） 

０ 

（０） 

312,750 

（121,560） 

平成26年３月１日 

(注１) 

1,251,000 

（486,240） 

０ 

（０） 

1,563,750 

（607,800） 

第４期 

（自 平成26年６月１日 

至 平成26年11月30日） 

平成26年９月16日 
159,050 

（66,800） 

０ 

（０） 

1,722,800 

（674,600） 

平成26年10月16日 
7,950 

（０） 

０ 

（０） 

1,730,750 

（674,600） 

第５期 

（自 平成26年12月１日 

至 平成27年５月31日） 

－ 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

1,730,750 

（674,600） 

第６期 

（自 平成27年６月１日 

至 平成27年11月30日） 

－ 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

1,730,750 

（674,600） 

(注１) 平成26年２月28日を基準日、平成26年３月１日を効力発生日として、投資口１口につき５口の割合による投資口分割を行いまし

た。 

(注２) 括弧内の数は、本邦外における販売口数、買戻し口数及び発行済口数です。 
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第７【参考情報】
 

当計算期間の開始日から、本有価証券報告書の提出日までの間に、以下の書類を提出しています。 

 

 

平成27年８月28日 有価証券報告書 

平成27年８月28日 訂正発行登録書 
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独立監査人の監査報告書 

 

平成28年２月25日

日本プロロジスリート投資法人 

役員会 御中 

 

  有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡 野 隆 樹 ㊞ 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 田 澤 治 郎 ㊞ 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に掲

げられている日本プロロジスリート投資法人の平成27年６月１日から平成27年11月30日までの第６期計算期間の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フロー計算

書、注記表及び附属明細表について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本プロ

ロジスリート投資法人の平成27年11月30日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する計算期間の損益及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本投資法人（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
 
 


